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新たな地域医療構想の基本的な方向性
令和6年11月8日第11回新たな地域医療構想等に関する検討会資料

新たな地域医療構想では、入院医療だけでなく外来・在宅医療、介護連携等も加わった包括的な概念へ。Point
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新たな地域医療構想に関するとりまとめの概要
令和6年12月25日社会保障審議会医療部会資料
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新たな地域医療構想と医療計画の関係の整理（案）

新たな地域医療構想は、医療計画の上位概念（ビジョン）として位置づけられることとなった。Point

令和6年12月３日第13回新たな地域医療構想等に関する検討会資料
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新たな地域医療構想の策定スケジュールと医療計画の関係性について
令和6年12月３日第13回新たな地域医療構想等に関する検討会資料

新たな地域医療構想は、令和9年度からの取組となる。

策定した地域医療構想は、令和12年度からの第9次医療計画に適切に反映されることが求められている。Point
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新たな地域医療構想の推進のための対応の方向性（案）①

新たな地域医療構想では、市町の役割を明確化し、これまで以上の参画が求められる。Point

令和6年12月３日第13回新たな地域医療構想等に関する検討会資料
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新たな地域医療構想の推進のための対応の方向性（案）②

新たな地域医療構想では、必要病床数と医療計画上の基準病床数について整合を図る。Point

令和6年12月18日「新たな地域医療構想等に関する検討会」とりまとめ
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地域医療構想における外来・在宅医療・介護との連携等について
令和6年11月8日第11回新たな地域医療構想等に関する検討会資料

新たな地域医療構想では、外来・在宅医療、介護連携も対象。介護関係者や市町の参画も求める。Point
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慢性期・在宅医療について
令和６年９月30日第９回新たな地域医療構想等に関する検討会資料

慢性期の医療提供体制は、地域の在宅医療・介護等のデータもふまえ、構築していく必要がある。Point
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病床機能報告の病床機能について（案）

令和6年9月30日第9回新たな地域医療構想等に関する検討会資料

新たな地域医療構想でも病床機能の４区分は維持。回復期は包括期へと名称変更。Point

包括期

令和6年12月18日新たな地域医療構想等に関する検討会とりまとめ
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医療機関機能について（案）
令和6年11月8日第11回新たな地域医療構想等に関する検討会資料

病床機能報告にて新たに「医療機関機能」の報告を求め、医療機関の役割の見える化を図る。Point
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構想区域について

令和6年12月18日「新たな地域医療構想等に関する検討会」とりまとめ

 構想区域の設定に当たっては、引き続き二次医療圏を基本としつつ、人口規模が２０万人未満の構想区域や１００万人以上の構
想区域等、医療需要の変化や医療従事者の確保、医療機関の維持、アクセス等の観点から医療提供体制上の課題がある場合には、
必要に応じて構想区域を見直すことが適当である。なお、二次医療圏の見直しに時間を要する場合は、構想区域の合併・分割等を
先行して行うことも考えられる。

 また、広域な観点での区域については、都道府県単位（必要に応じて三次医療圏）で設定することが適当である。

 在宅医療等については必要に応じて二次医療圏より狭い区域での議論が必要であり、地域の医療及び介護資源等の実情に応じて、
市町村単位や保健所圏域等、在宅医療等に関するより狭い区域を設定することが適当である。

 具体的な区域の検討については、区域全体の医療資源に応じて確保する医療内容や、区域内で確保が困難な医療について隣接区
域等との連携のあり方等、地域の特性を踏まえた医療提供体制の構築に向けて検討が必要な事項を含めて、ガイドラインを検討する
際に検討するべきである。

本県のこれまでの取組

 本県では、平成28年度に現行の地域医療構想を策定する際、二次医療圏をベースとしつつ、高齢社会に対応
するため、在宅医療提供体制や、地域包括ケアシステムの構築などを見据え、より地域に密着した議論がなされ
るよう、関係団体とも協議の上、二次医療圏を細分化し、８つの構想区域を設け、地域に根差した協議を進め
てきたところ。

次期構想に向けて構想区域や医療圏のあり方を議論していく際には、これまでの地域に根差した協議の取組と
ともに、今後の人口推計や患者の受療動向等をふまえつつ検討していきたい。
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新たな地域医療構想において精神医療を位置づける場合の課題等に関する検討プロジェクトチーム とりまとめ概要

新たな地域医療構想では、精神病床も位置づけ。他の法改正の後に施行することとされている。Point

令和6年12月３日第13回新たな地域医療構想等に関する検討会資料 資料２
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新たな地域医療構想の策定に向けて

 新たな構想に向けた一定の方向性や枠組みは明らかになってきたものの、将来の病床の必要量や在
宅医療需要といったデータの取扱い、医療・介護連携の協議のあり方など、今後の国の検討を注視す
る必要のある項目も多い。

 一方で、地域の医療提供体制の大きなビジョンを定めることから、県における十分な検討・議論の時
間を確保する必要があり、国のガイドラインや情報提供を待たずして、新たな構想の策定に向けた検
討体制や協議の内容を考えていく必要がある。

 現行の地域医療構想における取組について、引き続き調整会議等で議論いただくとともに、新たな構
想についても適宜、関係者の皆様と意見交換をさせていただきたい。


